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調査観測計画部会の活動状況 
 

令 和 ６ 年 ３ 月 1 8 日 

地 震 調 査 研 究 推 進 本 部 

政策委員会調査観測計画部会 

 

令和５年８月 17日の第 65回政策委員会以降の調査観測計画部会（部会長：日野亮太・国立大学

法人東北大学大学院理学研究科教授）及び内陸で発生する地震の調査観測に関する検討ワーキン

ググループ（主査：加藤愛太郎・国立大学法人東京大学地震研究所教授）での活動状況は以下の

とおり。 

 

１. 内陸で発生する地震の長期予測手法の高度化について 

内陸で発生する地震の調査観測に関する検討ワーキンググループ（以下「WG」という。）におい

て、内陸で発生する地震の長期予測手法の高度化に向けて取り組むべき調査観測についての基本的

な考え方、求められる観点、必要な調査観測項目等について検討を開始した。第 1 回（令和５年 11

月 21 日開催）、第２回（令和５年 12 月 26 日開催）では主に、整備された地震観測網により蓄積さ

れた地震活動の分布、活断層で発生した地震の調査、歴史地震の調査による地震活動の履歴、測地

（GNSS）データを用いた調査研究の現状について事務局及び委員から共有があり、高度化の目的・

提供対象や、アウトプットの在り方も含めて議論を行った。また、令和 6 年能登半島地震発生後の

開催となった第３回会合（令和６年２月 14 日開催）では、内陸で発生する地震の新たな調査観測に

ついての構成案を基に、情報を総合した評価の高度化の議論に加えて、迅速性のある評価や公表方

針についても議論した。議論の経過について、第89回調査観測計画部会（令和６年２月19日開催）

にて、加藤 WG主査より報告があった。 

 

２. 今後の長期評価等の進め方について 

 第 89 回調査観測計画部会において、これまでの WG での議論や、地震調査委員会海域活断層評価

手法等検討部会における議論を踏まえつつ、「今後の地震の長期評価等の進め方について（案）」

（別紙）について議論の上、部会として決定した。 

 

表１ 最近の調査観測計画部会の開催状況 
開 催 年 月 日 回 議題 

令和６年２月 19日（月） 第 89回 

（１）内陸で発生する地震の調査観測に関する検討ワーキンググルー

プでの検討状況について 

（２）その他（今後の評価の進め方について） 

 
表２ 最近の内陸で発生する地震の調査観測に関する検討ワーキンググループの開催状況 

開 催 年 月 日 回 議題 

令和５年 11月 21日（火） 第１回 
（１）内陸で発生する地震の長期予測手法の高度化に向けて取り組む

べき調査観測について 

令和５年 12月 26日（火） 第２回 
（１）内陸で発生する地震の長期予測手法の高度化に向けて取り組む

べき調査観測について 

令和６年２月 14日（水） 第３回 
（１）内陸で発生する地震の長期予測手法の高度化に向けて取り組む

べき調査観測について 
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今後の地震の長期評価等の進め方について 

 

令和６年２月  

  
 
 

〇 地震調査研究推進本部では、これまで海溝型の地震や活断層で発生する地震などの

発生確率等の長期評価を実施、公表してきたところ、本年１月１日の「令和６年能登

半島地震」の発生を受け、速やかに防災対策にも利活用できるよう、内陸で発生する

地震及び海域活断層の長期評価について、以下の通り、公表可能な結果を早期に公表

していくこととする。 

 
 

（内陸で発生する地震の地域評価） 

〇 内陸で発生する地震については、これまで、個々の活断層の調査結果及び観測網に

より蓄積された近年（約 100年間）の地震活動データを基に、一定の地域単位ごとに

地震発生確率を算出する「地域評価」を実施しているが、多数の活断層の調査結果を

個別に評価するため、多くの検討が必要となっている。 

このため、地域評価が未実施の地域について、できるだけ速やかに情報提供を行う

観点から、まず地震活動データのみを用いる簡易的な手法により、全ての地域の評価

を進め、その結果を公表する。 

 

（日本海側の海域活断層の長期評価） 

〇 海域活断層については、これまで、活断層の位置・形状や、そこで発生する地震の

規模、発生確率等の評価を実施しているが、海域の活断層は直接観測が難しく、調査

結果の整理・分析の段階から多くの検討が必要となっている。 

現在、能登半島沖を含む近畿～北陸地方沖の海域活断層の長期評価を進めていると

ころ、まず日本海側の海域活断層の位置・形状やそこで発生する地震の規模を決定し、

進捗に応じて速やかに公表する。 

 

なお、従来の長期評価は並行して進め、評価結果が確定次第、順次公表するとともに

必要な情報提供を行っていく。また、その他の地域についても、海域を含め継続的に活

断層等の調査を実施する。 

 

別紙 
第 89 回調査観測計画部会決定 
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